
令和６年度事業報告 

 

社会福祉法人日本原荘 

 

１．概要 

 急速な物価上昇を受け、複数ある処遇改善加算を再編しつつ介護報酬が引き上げられ、

これからの人材確保を見据えテクノロジー活用等による生産性の向上の取り組みを強化す

る報酬改定が行われ、合わせて在宅で生活される方との負担の均衡を図る観点等から居住

費の見直しがあった。 

 当法人では、生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくりの一環で、各拠点で ICT

や介護機器を導入し、効率的で安全な介護サービスの提供に努めた。 

 また、良質な介護サービスが提供できるよう職員の研鑚を促し、人材確保の観点では子

育て世代、高齢者や外国人材の雇用に取り組んだ。 

 日常生活圏域や市内での公益活動は、地域連携職員と生活支援サポーターが協力して、

高齢者の買い物支援やゴミ出し等のサポートし、集いの場も開催した。市内の社会福祉法

人と連携して、集いの場への移送支援やフードバンク、フードドライブを行った。 

 生活困窮者自立支援法に基づく中間的就労の受け入れはなかったが、社会福祉法人の利

用者負担軽減制度や無料又は低額老人保健施設利用事業を実施した。 

 

 

２．収支状況 

法人単位資金収支計算書の収入面では、津山ナーシングホームにおいては常勤医師を配

置したことによる収入増、その他入所施設においても稼働率実績は近年の低水準傾向から

回復し好調を維持できたことにより大幅増収となるも、短期入所、通所介護事業実績は当

初予算対比△３９，９２４千円減となり大幅減収に至ったこと等を主な要因として、令和

６年度決算の事業活動収入計は当初予算対比△２７，８８３千円減の１，６６８，３２０

千円（前期対比５６，８３５千円増）となった。 

支出面では、人件費支出は介護職員処遇改善支援補助金、介護職員等処遇改善加算算定

分の支給による増額があるも、冬季賞与の支払割合を前期対比２０％減としたことにより、

当初予算対比△３６，６２１千円減（前期対比２，１１２千円増）となる。 

事業費支出について、給食費支出は食材料費高騰により前期対比６，７１５千円増、自

動車任意保険料増による保険料支出は同１，２００千円増の影響により、前期対比７，４

６７千円増となる。 

事務費支出については、修繕費支出が当初予算対比１３，４００千円増（前期対比６０

９千円増）、手数料支出は特定技能５名受け入れによる登録支援管理費２，０６８千円増、

勤怠管理等システム導入費２，０７５千円増、その他福祉サービス第三者評価受審料、外



国人留学生２名の日本語学校授業料支援等により当初予算対比６，５８１千円増（前期対

比４，９４０千円増）を主な要因として、前期対比３，９１０千円増となる。 

 これにより事業活動支出計は前期対比△１３，６５７千円減、事業活動資金収支差額は

同４３，１７８千円増となるも当期資金収支差額合計は△１７，４５７千円計上となった。 

法人単位事業活動計算書においては、上記を理由として、当期活動増減差額は△２０，

０１８千円計上となった。 

令和６年度決算においては、前年度に続き収支面で難しい事業運営を余儀なくされ４期

連続の赤字経営となった。令和７年度においても物価高騰などを理由とした経費増加は更

に増すものと予想され、法人経営は益々厳しい状況ではあるが、役員、管理者がサービス

提供の持続可能性、効果的なサービスを提供するための適正な利益確保の施策を実行に移

すことを喫緊の課題とし、収支の早期改善に努める。 

 

 

３．実施事業内容 

①入所施設 

（特養）日本原荘 ３８名（従来型） 

（特養）日本原荘 ８０名（ユニット型） 

（特養）第３日本原荘 ５０名 

（軽費）第２日本原荘 ５０名 

（老健）津山ナーシングホーム ９２名 

（特養）総合ケアサービスセンターかつた ２９名 

（特定・一般）ケアハウスかつた ２０名 

②在宅サービス 

Ⅰ 通所介護 Ⅱ 短期入所事業 Ⅲ 訪問介護 

Ⅳ 居宅介護支援 Ⅴ 在宅介護支援センター 

③放課後学童保育事業（令和 7年 3月 31日付、事業受託終了） 

④配食サービス事業 （配食数 5,743食） 

⑤社会福祉法人等による利用者負担軽減制度及び無料又は低額介護老人保健施設利用

事業    軽減金額  1,564千円 

⑥生活支援サポーター活動 （訪問実績件数 274回） 

 

 

４．地域における公益的な取組み実施状況 

  ①生活支援サポーターと協働による高齢者世帯への生活支援の実施 

  ②在宅高齢者向けの相談窓口を設置し、勝北圏域内の高齢者ニーズ把握の実施 

③独居高齢者、高齢世帯を対象とした配食サービスの実施 



  ④生活困窮者自立支援活動（令和６年度 実績なし） 

⑤障害者の中間的就労支援 

  ⑥勝北集いの場「福ちゃん家」の設置運営 

  ⑦中学校等の福祉教育活動における職員派遣 

  ⑧災害時における各種支援活動の実施 

⑨生活困窮者に対する物資支援 

 

 

５．施設整備・施設修繕 

  【施設別】 

・特別養護老人ホーム日本原荘（従来型） 

   介護ロボット導入（スカイリフト）、介護支援システム導入（ライブコネクト）、

ホールエアコン更新、給水埋設配管更新 他 

・特別養護老人ホーム日本原荘（ユニット型） 

   ＡＥＤ更新、フードプロセッサー更新、ルームエアコン更新、昇降機機能維持修

理 他 

・軽費老人ホーム第２日本原荘 

   渡り廊下修理、雨漏り補修、グリストラップ更新、厨房エアコン修理 他 

・津山ナーシングホーム 

    介護ロボット導入（スカイリフト）、ストレッチャー、会議室カーテン、浴室給水

配管修理、雨漏り補修、高圧ケーブル張替 他 

 ・総合ケアサービスセンターかつた 

    介護ロボット導入（スカイリフト・サラフレックス）エアコン更新、大風呂間仕

切りカーテン設置、屋上修繕、気中開閉器取替、食洗器修理 他 

 

 

６．施設実習・施設見学実習・視察研修 

○日本原荘 

学校等団体名称 期間 人数 内容 

岡山県立北部高等技術専門校 5/20 1 介護実習 

美作大学生活科学部食物学科 3年 6/17～21 2 施設実習 

岡山県美作高等学校 3年 5/27～6/14 1 施設実習 

岡山県美作高等学校 2年 7/8～12 1 施設実習 

岡山県美作高等学校 2年 9/2～14 1 施設実習 

専門学校岡山ビジネスカレッジ 2年 10/30～12/3 1 施設実習 

岡山県美作高等学校 3年 11/5～22 1 施設実習 



専門学校岡山ビジネスカレッジ 2年 11/5～12/26 1 施設実習 

岡山県立北部高等技術専門校 11/13 3 介護実習 

岡山県美作高等学校 2年 12/9～13 1 施設実習 

岡山県美作高等学校 2年 1/14～17 1 施設実習 

岡山県美作高等学校 2年 2/17～21 1 施設実習 

美作大学生活科学部社会福祉学科 3年 8/9～21 1 施設実習 

合計 16名 

○津山ナーシングホーム 

学校等名称 期間 人数 内容 

岡山県立誕生寺支援学校 1/27～2/7 1 現場実習 

岡山県立北部高等技術専門校 2/27～3/6 4 介護実習 

美作大学 3/3～3/14 2 臨地実習 

合計 7名 

〇総合ケアサービスセンターかつた 

学校等名称 期間 人数 内容 

該当なし    

合計 0名 

 

 

７．外部監査 

令和６年度においても、宮崎公認会計士事務所による「財務会計に関する内部統制の向

上に対する支援」「財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援」、を定期的（年４

回）に実施するとともに、会計責任者及び出納職員向けの財務諸表に関する研修、決算処

理に関する研修を受け、内部統制、事務処理の改善に努めた。 

 

 

８．内部監査 

   令和６年度において、宮﨑公認会計士事務所の指導のもと、法人職員を監査員に任

命し津山ナーシングホーム拠点において内部監査を実施し、確認された問題点や課題

等に対し改善に向け検討した。 

 

 

９．職員の福利厚生 

健康管理 生活習慣病予防健診、定期健診、腰痛健診、インフルエンザ予防接種負

担金一部助成、ストレスチェック実施、受動喫煙対策（施設内の喫煙専

用個室、施設外の喫煙専用場所のみ喫煙可） 



研修助成 県内研修会・セミナー等参加に係る参加費及び旅費の助成 

        介護福祉士実務者研修費用の半額助成、及び出勤扱いでの研修参加 

        認知症介護基礎研修費用の半額助成 

 

 

１０．借入金の償還 

償還は以下のとおりである。 

【設備資金借入金償還内訳】                      （単位：円） 

拠点区分 令和６年度償還額 

１．日本原荘（ユニット型） ３１，２３６，５２０ 

２．日本原荘 ７９８，０００ 

３．第２日本原荘 ２３９，６００ 

４．第３日本原荘 １９，６８１，２８０ 

５．介護老人保健施設（公益） ３，１４１，８００ 

６．かつた ３，６４７，２００ 

７．ケアハウスかつた ２３９，６００ 

合計 ５８，９８４，０００ 

【短期運営資金借入金内訳】                      （単位：円） 

拠点区分 借入期間 借入額 

日本原荘 R5.7.23～R6.10.22 ３０，０００，０００ 

日本原荘 R6.11.22～R7.3.31 ５０，０００，０００ 

 

 

１１．苦情受付 

   施設長会議で苦情内容を報告し、迅速に対応することで早期解決に努めた。また、

７月に苦情解決第三者委員会を開催し、第三者委員の助言を頂き、再発防止策等を協

議した。 

令和６年度は、ケアの内容に関する苦情２件、職員の言動及び態度に関する苦情０

件、その他に関する苦情０件であった。 

日本原拠点 ０件 該当なし 

津 山拠点 ２件（ケアの内容２件） 

かつた拠点 ０件 該当なし 

 

 

１２．理事会・評議員会 

〇理事会 



＊令和６年５月２８日（火） 

①令和５年度事業報告（案）について 

②令和５年度収支決算報告（案）について 

③監査報告について 

④就業規則変更（案）について 

⑤給与規程変更（案）について 

⑥嘱託職員就業規則変更（案）について 

⑦臨時職員等就業規則変更（案）について 

⑧評議員選任・解任委員会委員選任（案）について 

⑨定時評議員会の招集（案）について 

その他報告事項 

・社会福祉充実残額算定シート 

・資金運用報告 

 

  ＊令和６年１１月７日（木） 

①令和６年度資金収支第１次補正予算（案）について 

②将来設計給・確定拠出年金規程制定（案）について 

③給与規程変更（案）について 

④嘱託職員就業規則変更（案）について 

⑤臨時職員等就業規則変更（案）について 

⑥就業規則変更（案）について 

⑦介護老人保健施設津山ナーシングホームおよび（介護予防）短期入所療養介護

運営規程変更（案）について 

⑧（介護予防）通所リハビリテーション運営規程変更（案）について 

⑨評議員会の招集（案）について 

その他報告事項 

・理事長職務執行状況報告（令和 6年 2月 1日～令和 6年 7月 31日）   

 

＊令和７年３月１３日（木） 

①令和６年度資金収支第２次補正予算（案）について 

②令和７年度事業計画（案）について 

③令和７年度収支予算（案）について 

④放課後児童健全育成事業（学童保育）の廃止（案）について 

⑤基本財産処分（案）について 

⑥就業規則変更（案）について 

⑦定年後再雇用規程変更（案）について 



⑧育児休業・介護休業に関する規則変更（案）について 

⑨運営規程変更（案）について 

⑩将来設計給・確定拠出年金規程変更（案）について 

⑪役員賠償責任保険加入（案）について 

⑫第三者委員選任（案）について 

⑬評議員会の招集（案）について 

その他報告事項 

・理事長職務執行状況報告（令和 6年 8月 1日～令和 7年１月 31日） 

・運営指導結果報告 

 

 

〇評議員会 

＊令和６年６月１３日（木） 

①令和５年度事業報告（案）について 

②令和５年度収支決算報告（案）について 

③監査報告について 

④就業規則変更について 

⑤給与規程変更について 

⑥嘱託職員就業規則変更について 

⑦臨時職員等就業規則変更について 

⑧評議員選任・解任委員会委員選任について 

その他報告事項 

・社会福祉充実残額算定シート 

・資金運用報告 

 

＊令和６年１１月２１日（木） 

①令和６年度資金収支第１次補正予算（案）について 

②将来設計給・確定拠出年金規程制定について 

③給与規程変更について 

④嘱託職員就業規則変更について 

⑤臨時職員等就業規則変更について 

⑥就業規則変更について 

⑦介護老人保健施設津山ナーシングホームおよび（介護予防）短期入所 

療養介護運営規程変更について 

⑧（介護予防）通所リハビリテーション運営規程変更について 

その他報告事項 



・理事長職務執行状況報告（令和 6年 2月 1日～令和 6年 7月 31日） 

 

＊令和７年３月２５日（火） 

①令和６年度資金収支第２次補正予算（案）について 

②令和７年度事業計画（案）について 

③令和７年度収支予算（案）について 

④放課後児童健全育成事業（学童保育）の廃止（案）について 

⑤基本財産処分（案）について 

⑥就業規則変更について 

⑦定年後再雇用規程変更について 

⑧育児休業・介護休業に関する規則変更について 

⑨運営規程変更について 

⑩将来設計給・確定拠出年金規程変更について 

⑪役員賠償責任保険加入について 

⑫第三者委員選任について 

その他報告事項 

・理事長職務執行状況報告（令和 6年８月 1日～令和７年１月 31日） 

・運営指導結果報告 

 

 

１３．事業報告の附属明細書 

社会福祉法第５９条第１号に基づき報告する令和６年度事業報告の附属明細書につ

いては、事業報告の内容を補足する重要な事項がないため作成していない。 


